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小金井市子どもオンブズパーソン設置条例（案） 

 

（設置） 

第１条 小金井市子どもの権利に関する条例（平成２１年条例第１１号）第１６条の

規定に基づき、子どもの権利の侵害に関する相談及び救済に取り組み、もって子ど

もの権利を実現する文化及び社会をつくるため、市長の附属機関として、小金井市

子どもオンブズパーソン(以下「オンブズパーソン」という。)を置く。 

（定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 子ども １８歳未満の者及びこれに準ずる者として規則で定める者をいう。 

⑵ 市の機関 市の執行機関をいう。 

（職務の内容） 

第３条 オンブズパーソンは、次の職務を行う。 

⑴ 子どもの権利の侵害に関する相談に応じ、必要な助言及び支援を行うこと。 

⑵ 子どもの権利の侵害に関する申立て又は自己の発意に基づき、調査、調整、勧

告等を行うこと。 

⑶ 子どもの権利に関する普及啓発を行うこと。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、第１条の目的を達成するために必要なこと。 

（オンブズパーソン） 

第４条 オンブズパーソンの定数は、３人以内とする。 

２ オンブズパーソンは、人格が高潔で、子どもの権利に関し優れた識見を有する者

のうちから、市長が委嘱する。 

３ オンブズパーソンの任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、後任のオンブズ

パーソンの任期は、前任者の残任期間とする。 

４ オンブズパーソンは、それぞれ独立してその職務を行い、必要に応じて合議によ

り行う。 

（解嘱） 

第５条 市長は、オンブズパーソンが心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認め

るとき、又はオンブズパーソンに職務上の義務違反その他オンブズパーソンとして

ふさわしくない行為があると認めるときは、これを解嘱することができる。 

２ オンブズパーソンは、前項の規定による場合を除くほか、その意に反して解嘱さ
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れることがない。 

（兼職の禁止) 

第６条 オンブズパーソンは、衆議院議員もしくは参議院議員、地方公共団体の議会

の議員もしくは長又は政党その他の政治団体の役員と兼ねることができない。 

２ オンブズパーソンは、前項に定めるもののほか、公正かつ適正な職務の遂行に支

障が生ずるおそれがある職業等と兼ねることができない。 

（代表オンブズパーソン） 

第７条 オンブズパーソンのうちから代表オンブズパーソン１人を置き、オンブズパ

ーソンの互選により定める。 

２ 代表オンブズパーソンは、オンブズパーソンを代表し、会議を総理する。 

３ 代表オンブズパーソンに事故があるとき、又は代表オンブズパーソンが欠けたと

きは、オンブズパーソンのうちから代表オンブズパーソンがあらかじめ指名する者

がその職務を代理する。 

（オンブズパーソンの責務） 

第８条 オンブズパーソンは、職務を行うに当たっては、子どもの権利を実現するた

めに、子ども一人一人に寄り添い、子ども自身の考えを尊重しながら、当該子ども

にとって一番良い方法を子どもと共に考えていくよう努めなければならない。 

２ オンブズパーソンは、子どもの権利の侵害の早期発見及び予防に努めなければな

らない。 

３ オンブズパーソンは、専門性のある立場から公正に職務を遂行しなければならな

い。 

４ オンブズパーソンは、関係する市の機関等と連携し、及び協力し、職務の円滑な

遂行に努めなければならない。 

５ オンブズパーソンは、子どもの権利に関する意識を高めるための取組を積極的に

行わなければならない。 

６ オンブズパーソンは、その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならな

い。 

７ オンブズパーソンは、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も、また同様とする。 

（市の機関の責務） 

第９条 市の機関は、オンブズパーソンの職務の遂行に関し、独立性を尊重するとと

もに、積極的に協力し、及び援助しなければならない。 
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（全ての人の責務) 

第１０条 何人も、オンブズパーソンの職務の遂行に関し、可能な限り協力するよう

努めなければならない。 

（相談及び申立て） 

第１１条 何人も、オンブズパーソンに対し、全ての子どもの権利の侵害に関する事

項について相談し、又は侵害を取り除くための申立てをすることができる。 

２ オンブズパーソンは、相談又は申立てがあった場合は、相談に応じ、又は申立て

を受けなければならない。 

３ オンブズパーソンは、相談又は申立てがあった事項が次の各号のいずれにも該当

しないときは、適切な機関に引き継ぐよう努めなければならない。 

⑴  市内に住所を有する子どもに係る事項 

⑵  市外に住所を有する子どもに係る事項であって、相談又は申立ての原因とな

った事実が市内で生じたもの 

４ オンブズパーソンは、相談又は申立ての継続支援過程においてその対象となる者

が子どもに該当しなくなった場合は、適切な機関に引き継ぐよう努めなければなら

ない。 

（調査) 

第１２条 オンブズパーソンは、申立てに係る事項について調査をするものとする。

ただし、当該申立てが次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、この限りで

ない。 

⑴ 判決、裁決等により確定した権利関係に関する事案又は裁判所において係争中

の事案もしくは法律に基づき不服申立ての審理中の事案に関する申立てである

とき。 

⑵ 議会に請願又は陳情を行っている事案であるとき。 

⑶ オンブズパーソンの行為に関する申立てであるとき。 

⑷ 第３項の同意が得られないとき。ただし、同項ただし書の規定によるときを除

く。 

⑸ 重大な虚偽が含まれているものであるとき。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、調査をすることが明らかに適当でないとき。 

２ オンブズパーソンは、前項に定めるもののほか、子どもが子どもの権利の侵害を

受けていると認めるときは、自己の発意をもって当該権利の侵害の事実について調

査をすることができる。 
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３ オンブズパーソンは、申立てが当該申立てに係る子ども又はその保護者以外の者

から行われた場合及び前項の規定による調査を行う場合は、当該子ども又はその保

護者の同意を得なければならない。ただし、当該子どもが置かれている状況を考慮

し、オンブズパーソンがその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

４ オンブズパーソンは、第１項ただし書の規定により調査をしない場合は、申立て

を行った者（以下「申立人」という。）に対し、速やかに、理由を付してその旨を通

知しなければならない。 

５ オンブズパーソンは、必要があると認めるときは、専門的又は技術的な事項につ

いて、専門機関に対し、分析、調査又は鑑定等を依頼することができる。 

（調査の中止等） 

第１３条 オンブズパーソンは、調査を開始した後においても、前条第１項各号のい

ずれかに該当することとなったときは、調査を一時中止し、又は打ち切ることがで

きる。 

２ オンブズパーソンは、調査を一時中止し、又は打ち切ったときは、その旨の理由

を付して、申立人又は前条第３項の規定により同意を得た者（以下「申立人等」と

いう。）及び次条第１項の規定により通知した市の機関又は第１５条第１項後段の

規定により通知した市の機関以外のものに対し、速やかに通知しなければならない。 

（市の機関に対する調査等） 

第１４条 オンブズパーソンは、市の機関に対し調査を開始するときは、当該市の機

関に対し、その旨を通知するものとする。 

２ オンブズパーソンは、調査のため必要があると認めるときは、市の機関に対し、

説明を求め、その保有する文書その他の記録を閲覧し、もしくはその提出を要求し、

又は実地調査をすること（以下「事実確認等」という。）ができる。 

３ オンブズパーソンは、調査の結果必要があると認めるときは、子どもの権利の侵

害の是正のための調整（以下「調整」という。）を行うものとする。 

４ オンブズパーソンは、調査又は調整の結果について、申立人等及び市の機関に対

し、速やかに通知するものとする。ただし、調査又は調整の結果、第１６条第４項

の規定により通知する場合は、この限りでない。 

５ 事実確認等を求められた市の機関は、その要求等に対して適切に対応しなければ

ならない。 

（市の機関以外のものに対する調査等） 

第１５条 オンブズパーソンは、調査のため必要があると認めるときは、市の機関以
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外のものに対し、必要な限度において、事実確認等について協力を求めることがで

きる。この場合において、調査を開始するときは、オンブズパーソンは、当該市の

機関以外のものに対し、その旨を通知するものとする。 

２ オンブズパーソンは、調査の結果必要があると認めるときは、市の機関以外のも

のに対し、調整について協力を求めることができる。 

３ オンブズパーソンは、調査又は調整の結果について、申立人等及び市の機関以外

のものに対し、速やかに通知するものとする。 

（市の機関に対する勧告等） 

第１６条 オンブズパーソンは、調査又は調整の結果、子どもの権利の侵害を取り除

くために必要があると認めるときは、関係する市の機関に対し、是正その他必要な

措置を講ずるよう勧告又は意見表明（以下「勧告等」という。）をすることができ

る。 

２ オンブズパーソンは、前項の規定により市の機関に勧告等をしたときは、当該市

の機関に対し、是正その他必要な措置状況について、相当の期限を付して報告を求

めるものとする。 

３ 市の機関は、第１項の規定による勧告等を受けたときは、これを尊重し、是正等

の措置を講ずるとともに、指定された期限内にオンブズパーソンに報告しなければ

ならない。この場合において、是正等の措置を講ずることができない特別な理由が

あるときは、理由を付して報告しなければならない。 

４ オンブズパーソンは、第１項の規定により勧告等をしたとき、及び前項の規定に

よる報告があったときは、その内容を申立人等に速やかに通知しなければならない。 

５ オンブズパーソンは、子どもの最善の利益を図るために必要があると認めるとき

は、勧告等及び第３項の規定による報告の内容について公表するよう市長に求める

ことができる。 

６ 市長は、前項の規定による求めがあったときは、市民に公表するものとし、公表

に当たっては、個人情報の保護について十分な配慮をしなければならない。 

（市の機関以外のものに対する要請等） 

第１７条 オンブズパーソンは、市の機関以外のものが事実確認等もしくは調整に係

る協力の求めに応じないとき、又は調整に協力したにもかかわらず特別な理由なく

是正のための取組を行っていないと認められるときは、市長に対し、当該市の機関

以外のものに対してこれらの求めに応じ、もしくは是正その他必要な措置を講ずる

よう要請又は意見表明（以下「要請等」という。）を行うよう求めることができる。 



6 

２ 市長は、前項の規定による求めがあったときは、市の機関以外のものに対し、要

請等を行うものとする。 

３ 要請等を受けた市の機関以外のものは、適切に対応するよう努めるとともに、当

該要請等への対応状況について、可能な限り市長に報告するよう努めるものとする。 

４ 市長は、前項の規定による報告があったときは、その内容をオンブズパーソンに

報告するものとする。 

５ オンブズパーソンは、第１項の規定により市長に要請等を行うよう求めたとき、

及び前項の規定により市長から報告があったときは、その内容を申立人等に速やか

に通知しなければならない。 

（活動状況の報告） 

第１８条 オンブズパーソンは、毎年、その活動状況について、市長に報告するとと

もに市民に公表するものとする。 

（委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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小金井市子どもオンブズパーソン設置条例施行規則（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小金井市子どもオンブズパーソン設置条例（令和３年条例第 

  号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例の例による。 

２ 条例第２条第１号の規則で定める者は、年齢が１８歳又は１９歳の者で、次に掲

げるものをいう。 

⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める高等学校もしくは中等教育学

校又はこれらに準ずる学校に在学している者 

⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に定める児童福祉施設又はこれらに

準ずる施設に入所している者 

⑶ 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（オンブズパーソンの会議） 

第３条 条例第７条第２項の会議は、代表オンブズパーソンが招集する。 

２ 会議は、非公開とする。 

３ 会議の庶務は、子ども家庭部児童青少年課において処理する。 

４ 会議の運営に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

（申立て） 

第４条 条例第１１条第１項の規定による申立ては、オンブズパーソンに申立書（様

式第１号）を提出することにより行うものとする。ただし、やむを得ないと認めら

れる場合は、口頭により行うことができるものとする。 

２ 前項ただし書の規定により申立てを口頭で行う場合は、オンブズパーソンは、申

立ての内容を口頭申立記録書（様式第２号）に記録するものとする。 

（調査をしない旨の通知） 

第５条 条例第１２条第４項の規定による通知は、調査対象外通知書（様式第３号）

により行うものとする。ただし、申立人等が他の方法による通知を希望するとき

は、これによらないことができる。 

（調査の中止等の通知） 

第６条 条例第１３条第２項の規定による通知は、調査中止通知書（様式第４号）に

より行うものとする。ただし、申立人等に通知する場合であって、申立人等が他の 

方法による通知を希望するときは、これによらないことができる。 

（調査の実施） 
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第７条 条例第１４条第１項及び第１５条第１項の規定による通知は、調査実施通知

書（様式第５号）により行うものとする。 

（勧告等又は要請等の通知) 

第８条 条例第１６条第１項の勧告等は、勧告・意見表明通知書（様式第６号）によ

り行うものとする。 

２ 条例第１７条第２項の要請等は、要請・意見表明通知書（様式第７号）により行 

うものとする。 

（是正その他必要な措置についての報告） 

第９条 条例第１６条第３項の規定による報告は、是正その他必要な措置状況につい

ての報告書（様式第８号）により行うものとする。 

（公表） 

第１０条 条例第１６条第６項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うもの

とする。 

⑴ 小金井市公告式条例（昭和２５年条例第１１号）第２条第２項に規定する掲示

場への掲示 

⑵ 市のホームページへの掲載 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、効果的に周知できる方法 

（相談・調査専門員） 

第１１条 オンブズパーソンの職務の遂行を補助するため、相談・調査専門員を置く。 

（身分証明書） 

第１２条 オンブズパーソン及び相談・調査専門員は、調査又は調整をするときは、

身分証明書（様式第９号）を携帯し、請求があったときは、これを提示しなければ

ならない。 

（公印） 

第１３条 オンブズパーソンの公印の名称、ひな型番号、書体、寸法、材質、ひな型、

用途及び個数は、別表に定めるところによる。 

２ 前項の公印は、児童青少年課長が管守する。 

３ 第１項の公印の取扱い等については、小金井市公印規則（昭和５９年規則第８号） 

の例による。 

（その他） 

第１４条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

別表・・・省略 

様式・・・省略 
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子どもの権利の侵害に関する相談及び救済の仕組み 

  

市の機関 

（第２条第２号） 

市
立
児
童
福
祉
施
設
、 

市
立
学
校 

等 

市の機関

以外の 

もの 

国
・
都
立
学
校
、
私
立
学
校
、 

民
間
の
子
ど
も
関
係
施
設
・ 

団
体 

等 

子 ど も ・ 保 護 者 等 

相 談  （第１１条第１項）  

救済の申立て（第１１条第１項）※ 

勧告・意見表明（第１６条第１項）※ 

報告の求め（第１６条第２項） 

要請・意見表明 
（第１７条第２項） 

公表（第１６条第６項） 

市 民 

◎調査・調整活動による改善 
 

申立てによる調査（第１２条第１項） 

自己発意による調査（第１２条第２項） 

事実確認等（第１４条第２項・第１５条第１項） 

調整（第１４条第３項・第１５条第２項） 

 
（調査・調整活動は、関係機関に対する協力を求めて行います。） 

子どもオンブズパーソン 

以降は必要と認められる場合 

連携・協力 

要請・意見表明の求め 
（第１７条第１項）※ 

市 長 

公表の求め（第１６条第５項） 

※ 救済の申立ての処理状況及び結果は、申立人等へ通知します。 


